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◆背景

• 人口減少に伴う上下水道料金等の減収に加え、震災の復旧・復興対応に係るマンパ
ワー及び技術力に限りがあるため、将来にわたり安定した事業運営体制の構築が急
務であった。

• こうした状況に対応するため、横浜ウォーター(株)の支援を受け、包括的業務委託
を検討することとした。

◆具体的内容

• 震災を契機に、平成25年3月に横浜市、横浜ウォーター(株)と本町の上下水道事業
の支援に関する三者協定を締結し、事業基盤の構築と経営改善に向け、同年7月に
横浜ウォーター(株)に上下水道事業経営アドバイザリー業務を委託し、平成27年度
に包括的業務委託を導入した。

• 事業者の創意工夫が発揮されつつ高い業務水準を確保するため、事業者の選定に当
たっては、公募型プロポーザル方式を採用した。

• 小規模自治体の人的・財政的資源等を補完しつつ、安定した事業運営を維持するた
め、包括委託の対象は上下水道施設維持管理全般、料金関係等業務とした。

◆効果

• 業務委託の実施に伴い職員数を削減し、人件費が削減された（▲約91,000千円）。

• 確立された滞納整理の業務手法により、料金等の未収金解消効果（2％以上）が得
られた（約10,000千円）。

• 平成25～26年度に議会等へ業務実施の説明。

• 平成25年11月に事業者とのサウンディングを実施し、
平成26年度にプロポーザル審査委員会を設立。

• 平成27年4月から運用開始。

• 業務品質向上のため年4回モニタリングを実施し、業務評価を行うとともに、業務
改善を常に受託者に意識させている。

• 受託者が施設修繕や予防保全を行うことで、施設延命化に繋がっている。

• 受託者の提案により、遠隔監視装置を導入し、緊急時の早期対応が可能となった。

• お客さま対応のノウハウを持つ事業者による窓口運営により、住民サービスが向上
したほか、職員の業務軽減により、技術等の早期習得に繋がっている。

【宮城県山元町】
上下水道事業における包括的民間委託

宮城県山元町上下水道事業所

• 本業務は、令和2年度から2期目を迎え、新たに漏
水調査や資材管理等の業務を追加している。

• 今後、受託者と更なる連携強化を図るとともに持
続可能な上下水道運営を行う。

• 行政区域内人口 11,946人（令和4年1月1日時点）
• 行政区域内面積 64.58km2（令和4年1月1日時点）
• 給水人口 11,832人（令和4年1月1日時点）
• 処理区域内人口 7,278人（令和4年1月1日時点）

包括委託

包括的民間委託実施イメージ

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

水道事業・下水道事業

●取組の概要

●取組のポイント

震災を契機に、上下水道施設維持管理・料金関係業務等を一体とした包括的業務委託
（以下、包括的業務委託という）を導入した。

◆総事業費 包括的業務委託料 435,841千円（5年間）

民間事業者
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